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衆
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院
議
員
中
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一
馬
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提
出
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
の
感
染
拡
大
に
対
応
し
た
経
済
対
策
に
関
す
る
質
問
に
対
し
、
別
紙
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衆
議
院
議
員
中
谷
一
馬
君
提
出
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
の
感
染
拡
大
に
対
応
し
た
経
済
対
策
に
関
す
る
質
問
に
対
す
る

答
弁
書 

一
に
つ
い
て 

 
 

消
費
税
に
つ
い
て
は
、
全
世
代
型
社
会
保
障
制
度
の
構
築
に
向
け
て
、
少
子
化
対
策
や
社
会
保
障
制
度
に
対
す
る
安
定
財

源
を
確
保
す
る
た
め
に
、
十
パ
ー
セ
ン
ト
へ
引
き
上
げ
た
と
こ
ろ
で
あ
る
。 

 
 

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
に
よ
る
経
済
へ
の
影
響
に
対
し
て
は
、
「
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
緊
急
経
済
対
策
」

（
令
和
二
年
四
月
七
日
閣
議
決
定
。
以
下
「
緊
急
経
済
対
策
」
と
い
う
。
）
を
取
り
ま
と
め
た
と
こ
ろ
で
あ
り
、
財
政
・
金

融
・
税
制
と
い
っ
た
あ
ら
ゆ
る
政
策
手
段
を
総
動
員
し
対
応
す
る
こ
と
と
し
て
い
る
。 

二
に
つ
い
て 

 
 

事
業
者
に
対
す
る
資
金
繰
り
支
援
に
つ
い
て
は
、
令
和
二
年
三
月
六
日
、
預
金
取
扱
金
融
機
関
に
対
し
、
既
往
債
務
に
つ

い
て
返
済
猶
予
等
の
条
件
変
更
に
迅
速
か
つ
柔
軟
に
対
応
す
る
こ
と
等
を
要
請
し
て
い
る
。
ま
た
、
銀
行
法
（
昭
和
五
十
六

年
法
律
第
五
十
九
号
）
第
二
十
四
条
第
一
項
等
の
規
定
に
基
づ
き
、
債
務
者
が
中
小
企
業
者
で
あ
る
場
合
の
条
件
変
更
の
実

行
件
数
等
の
報
告
を
求
め
て
お
り
、
今
後
そ
の
状
況
を
公
表
す
る
こ
と
と
し
て
い
る
。 



 

２ 

 

 
 

ま
た
、
中
小
・
小
規
模
事
業
者
に
対
し
、
日
本
政
策
金
融
公
庫
等
に
よ
る
実
質
無
利
子
・
無
担
保
融
資
を
含
む
強
力
な
資

金
繰
り
支
援
を
行
っ
て
き
た
と
こ
ろ
で
あ
り
、
こ
う
し
た
対
応
に
加
え
、
緊
急
経
済
対
策
に
お
い
て
は
、
個
人
事
業
主
や
売

上
げ
が
急
減
し
た
中
小
・
小
規
模
事
業
者
に
対
し
、
民
間
金
融
機
関
で
も
実
質
無
利
子
・
無
担
保
の
融
資
を
受
け
る
こ
と
が

で
き
る
制
度
を
創
設
す
る
こ
と
と
し
て
い
る
。 

三
に
つ
い
て 

 
 

緊
急
経
済
対
策
に
お
い
て
は
、
世
帯
主
の
月
間
収
入
が
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
発
生
前
に
比
べ
て
減
少
し
、
か
つ
、

当
該
月
間
収
入
を
年
間
収
入
に
換
算
す
る
と
個
人
住
民
税
均
等
割
非
課
税
水
準
と
な
る
低
所
得
世
帯
や
、
世
帯
主
の
月
間
収

入
が
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
発
生
前
に
比
べ
て
半
分
以
上
減
少
し
、
か
つ
、
当
該
月
間
収
入
を
年
間
収
入
に
換
算
す

る
と
個
人
住
民
税
均
等
割
非
課
税
水
準
の
二
倍
以
下
と
な
る
世
帯
等
を
対
象
と
し
て
、
一
世
帯
当
た
り
三
十
万
円
の
給
付
を

行
う
等
の
生
活
に
困
っ
て
い
る
世
帯
や
個
人
へ
の
支
援
を
行
う
こ
と
と
し
て
い
る
。 

四
に
つ
い
て 

 
 

国
税
、
地
方
税
及
び
社
会
保
険
料
に
つ
い
て
は
、
緊
急
経
済
対
策
に
お
い
て
、
収
入
に
相
当
の
減
少
が
あ
っ
た
事
業
者
に

対
し
延
滞
税
等
な
し
で
納
税
等
の
猶
予
を
認
め
る
特
例
を
設
け
る
こ
と
と
し
て
い
る
。 



 

３ 

 

 
 

ま
た
、
公
共
料
金
に
つ
い
て
は
、
事
業
者
に
対
し
、
支
払
猶
予
等
の
対
応
を
要
請
し
た
と
こ
ろ
で
あ
り
、
奨
学
金
に
つ
い

て
は
、
例
え
ば
、
独
立
行
政
法
人
日
本
学
生
支
援
機
構
の
奨
学
金
事
業
に
つ
い
て
は
、
返
還
期
限
猶
予
制
度
等
に
よ
り
奨
学

金
の
返
還
困
難
者
へ
の
負
担
軽
減
の
支
援
に
努
め
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
る
。 

五
に
つ
い
て 

 
 

お
尋
ね
の
「
自
粛
要
請
等
に
よ
る
事
業
中
止
な
ど
の
影
響
に
伴
う
損
失
を
補
償
す
る
こ
と
」
に
つ
い
て
は
、
政
府
と
し
て
、

様
々
な
事
業
活
動
の
中
で
発
生
す
る
民
間
事
業
者
や
個
人
の
方
々
の
個
別
の
損
失
を
直
接
補
償
す
る
こ
と
は
困
難
で
あ
る
と

考
え
て
い
る
が
、
中
小
・
小
規
模
事
業
者
に
対
し
て
は
、
二
に
つ
い
て
で
述
べ
た
と
お
り
支
援
を
行
う
こ
と
と
し
て
お
り
、

ま
た
、
雇
用
調
整
助
成
金
に
つ
い
て
は
、
今
般
の
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
影
響
を
受
け
た
事
業
所
の
状
況
を
踏
ま

え
、
「
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
に
関
す
る
緊
急
対
応
策
」
（
令
和
二
年
二
月
十
三
日
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症

対
策
本
部
決
定
）
及
び
「
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
に
関
す
る
緊
急
対
応
策 

―
第
二
弾
―
」
（
令
和
二
年
三
月
十
日

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
対
策
本
部
決
定
）
に
基
づ
き
、
支
給
要
件
の
緩
和
等
の
特
例
措
置
を
講
ず
る
と
と
も
に
、
緊

急
経
済
対
策
に
お
い
て
、
助
成
率
の
引
上
げ
等
の
特
例
措
置
の
更
な
る
拡
大
を
行
っ
た
と
こ
ろ
で
あ
る
。 


